
公開学習会 

パパも育休を取得しやすい社会・企業に！ 
-改正育介法全面施行後の現状と課題・企業の実践的な取組み事例- 
 

 

■日  時：2023 年 11 月 29 日（水）18 時～20 時 30 分 

 

■開催方法：弁護士会館 5 階 502DEF 及び Zoom ウェビナー 

 

１．開会挨拶 

  黒嵜 隆（東京弁護士会 副会長） 

 

２．導入 

  福島 渚（東京弁護士会 性の平等に関する委員会 副委員長） 

 

３．基調講演 

池田 心豪氏（独立行政法人労働政策研究・研修機構 主任研究員） 

   

４．パネルディスカッション 

パネリスト 

小原 成朗氏（日本労働組合総連合会(連合）総合政策推進局 総合局長） 

長岡 路恵氏（ミラクルソリューション 代表取締役） 

坂崎 美幸氏（ミラクルソリューション 人事担当） 

松尾 隆治氏（フューチャーフロンティアーズ 取締役（人事・労務等）） 

コーディネーター  

上田 貴子（東京弁護士会 性の平等に関する委員会 委員） 

 

５．閉会挨拶 

  福島 渚（東京弁護士会 性の平等に関する委員会 副委員長） 

 

 

 

〔 主 催 〕 

東京弁護士会 性の平等に関する委員会 

- 公開学習会1 -



ジェンダーギャップ指数

世界経済フォーラム（WEF）が
毎年発表している男⼥格差の現状

1

内閣府男⼥共同参画局HPより
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内閣府男⼥共同参画局ＨＰより

3

令和３年 育児・介護休業法改正

１ 男性の育児休業取得促進のための⼦の出⽣直後の時
期における柔軟な育児休業の枠組み創設（いわゆる
「産後パパ育休」）

２ 育児休業を取得しやすい雇⽤環境整備及び妊娠・出
産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認
の措置の義務付け

３ 育児休業の分割取得
４ 育児休業取得状況の公表の義務付け
５ 有期雇⽤労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

4
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改正内容その１（「産後パパ育休」）

⼦の出⽣後８週間以内に４週間（２８⽇）ま
で取得可能

申出期限は、原則として休業の２週間前まで
分割して２回取得可能
１歳までの育児休業とは別に取得できる

5

改正内容その２（いずれも事業主の義務）

１．育児休業を取得しやすい雇⽤環境の整備
・・・研修、相談窓⼝設置、⾃社の取得事例の収集・提供等の複数

の選択肢からいずれかを選択

２．妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・
意向確認の措置
・周知事項 ①育児休業・産後パパ育休に関する制度

②育児休業・産後パパ育休の申し出先
③育児休業給付に関すること
④労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担

すべき社会保険料の取り扱い
・周知⽅法︓⾯談、書⾯交付、ＦＡＸ、電⼦メール等

6
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改正内容その３（育児休業の分割取得）

（厚⽣労働省HPより）

7

改正内容その４
（育児休業取得状況の公表の義務付け）

従業員１,０００⼈超の企業は、育児休業等の取
得状況を年１回公表することが義務づけられた

・・・⾃社のホームページ等や厚労省が運営する
ウェブサイト「両⽴⽀援のひろば」で公表する
⽅法がある

8
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「令和５年度男性の育児休業等取得率の公表状況調査」
（速報値） ※厚労省イクメンプロジェクトより

６⽉末までに公表が必要となる企業（３⽉末決算の企業）のう
ち、８６．８％の企業が６⽉中に公表完了予定

回答企業における男性の育休等取得率は４６．２％
回答企業における男性の育休取得⽇数の平均は４６．５⽇
男性の育休等取得率が⾼いほど、平均取得⽇数が短くなる傾向

が⾒られる
公表による効果・変化︓

・社内の男性育休取得率の増加
・男性の育休取得に対する職場内の雰囲気のポジティブな変化
・新卒・中途採⽤応募⼈材の増加

9

改正内容その５
（有期雇⽤労働者の育児・介護休業取得要件の緩和）

【改正前】（育児休業の場合）
（１）引き続き雇⽤された期間が１年以上
（２）１歳６か⽉までの間に契約が満了することが明らかでない

【改正後】
（１）→ 撤廃

※ 労使協定を締結した場合には、無期雇⽤労働者と同様に、事業主
に引き続き雇⽤された期間が１年未満である労働者を対象から除
外することが可能

10
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これからの男性育休推進
〜産後パパ育休とその先の課題〜

労働政策研究・研修機構（JILPT）
池⽥⼼豪

東京弁護⼠会 性の平等に関する委員会主催
公開学習会 2023年11⽉29⽇

メールマガジン労働情報 好評配信中︕
当機構の研究成果に関する情報をはじめ、労働⾏政、労働統計など

ウェブ上に存在する雇⽤・労働分野の最新ニュースを週２回（⽔曜⽇
と⾦曜⽇）無料でお届けします。
https://www.jil.go.jp/kokunai/mm/index.html

⾃⼰紹介

（略歴）2004年東京⼯業⼤学⼤学院社会理⼯学研究科単位取得退学。
2005年から労働政策研究・研修機構研究員。2023年10⽉から現職。

（専⾨）社会学、⼈事労務管理
（関⼼領域）仕事と家庭の両⽴、⼥性活躍など
（主な研究）「介護期の退職と介護休業」『⽇本労働研究雑誌』（597号, 2010
年）、「出産退職を抑制する労使コミュニケーション」『⼤原社会問題研究所雑誌』
（655号、2013年）「勤務先の育児休業取得実績が出産退職に及ぼす影響」、『⽇本
労務学会誌』（第15巻2号）、“Supporting working carersʼ job continuation in 
Japan: prolonged care at home in the most aged society”International Journal 
of Care and Caring, Vol.1, No.1, 2017
（その他）厚⽣労働省「今後の仕事と家庭の両⽴⽀援に関する研究会」（2014〜
2015年度）「今後の仕事と育児・介護の両⽴⽀援に関する研究会」（2022〜2023
年度）参集者。男性育休については、2021年5⽉に衆議院厚⽣労働委員会の参考⼈と
して意⾒陳述。
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最近の主な著作

シリーズ ダイバーシティ経営
『仕事と介護の両⽴』

（中央経済社、2021年、2750円）

JILPT第4期プロジェクト研究シリーズ
『介護離職の構造ー育児・介護休業法と両⽴⽀援ニーズ』

（労働政策研究・研修機構、2023年、3300円）

介護の共通性に
着⽬

介護の共通性に
もとづく制度づくり

介護の多様性に対応
した制度づくり

令和5年度労働関係図書優秀賞受賞！

本⽇の内容

Ⅰ ⽇本の男性育休制度

Ⅱ 男性育休の現状

Ⅲ 今後の課題

- 公開学習会8 -



育児・介護休業法における仕事と育児の両⽴⽀援制度の枠組み（男⼥共通）

育児休業 短時間勤務 所定外労働
免除 ⼦の看護休暇 時間外労働・

深夜業の制限

延⻑可

延⻑可

育児休業を延⻑できる条件︓
・⼦どもが1歳（再延⻑の場合は1歳6カ⽉）になる前⽇時点で育児休業を取得中
・⼦どもが認可保育園に⼊所できない、親が病気等で育児が難しいなど、引き続き休業が必要
※延⻑期間を夫婦交代で取得することもできる。

１歳

１歳６か⽉

２歳

３歳

⼩学校就学

義 務

努⼒義務

2回に分割可

Ⅰ ⽇本の男性育休制度

男性のための育児休業制度
―出⽣時育児休業制度（産後パパ育休）―

（2022.10.1〜）
育児休業とは別に産後8週以内に取得できる男性のための育休

取得可能⽇数︓4週間（28⽇）を上限とする
取得回数︓４週間（28⽇）を２回に分けて取得できる

（初めにまとめて申し出ることが必要）
取得の申し出︓原則休業の２週間前まで
休業中の就労︓労使協定を締結している場合に限り、

労働者が合意した範囲で可能

Ⅰ ⽇本の男性育休制度
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男性育休制度の構成
男性育休制度は、2つの休業の組み合わせから成る

Child Care Leave＝Paternity Leave + Parental Leave
（育児休業） （産後8週間まで） （⼦が1歳に達するまで）
〇産後8週間︓妻は産褥期のため安静が必要→夫が家事・育児

妻の産後ケアと新たな⼦育て⽣活のセットアップ
→妻の就業の有無にかかわらない共通課題

〇⼦が1歳に達するまで︓妻の復職→夫が家事・育児
妻の早期復職⽀援

→妻の就業状況によって多様なニーズ

産後パパ
育休

今後の課題

Ⅰ ⽇本の男性育休制度

男性の育休取得状況

1.89 2.03 2.30 2.65 3.16 5.14 6.16 7.48 
12.65 13.97 17.13 

83.6 83.0 86.6 81.5 81.8 83.2 82.2 83.0 81.6 85.1 80.2 

0

20

40

60

80

100

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

男女の育休取得率の推移

男性
女性

出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

(年度)

Ⅱ 男性育休の現状
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男性の育休取得期間

41.3 

19.4 
14.8 17.9 

6.6 

56.9 

17.8 
8.4 12.1 

4.6 

36.3 35.1 

9.6 11.9 
7.0 

25.0 26.5 

13.2 

24.5 

10.6 

５日未満 ５日-２週間未満 ２週間-１か月未満 １か月-３か月未満 3か月以上

取得期間別育児休業後復職者割合

2012年度 2015年度 2018年度 2021年度

「育児休業後復職者」は調査前年度１年間に育児休業を終了し復職した者をいう。

資料）厚⽣労働省「雇⽤均等基本調査」

Ⅱ 男性育休の現状

末⼦の出産・育児を⽬的とした休暇・休業の取得状況
（男性正社員）

50.8%

20.1%

8.2%

7.1%

1.1%

33.5%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80%

年次有給休暇制度(n=2035)

配偶者出産休暇制度(n=2035)

育児休業制度(n=2035)

失効年次有給休暇制度の積⽴て等の制度(n=2035)

その他の休暇・休業制度

育児休業制度利⽤者のうち、育児休業制度を再取得(N=167)

いずれも⾮取得(n=2035)

資料）厚⽣労働省（2018）「平成29年度仕事と育児の両⽴に関する実態把握のための調査研究事業（労働者調査）」

Ⅱ 男性育休の現状
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末子の出産・育児を目的とした休暇・休業の取得期間
（男性正社員）

7.6

5.4

26.2

7.9

7.7

31.8

13.1

3

3

5

3

4

6

5

0 10 20 30 40

年次有給休暇制度(n=945)

配偶者出産休暇制度(n=350)

育児休業制度(n=111)

失効有給休暇制度の積⽴て等の制度(n=114)

その他の休暇・休業(n=16)

育児休業制度（再取得）(n=30)

上記の休暇・休業制度の合算(n=1046)

平均
中央値

（⽇）

資料：厚⽣労働省（2018）「平成29年度仕事と育児の両⽴に関する実態把握のための調査研究事業（労働者調査）」

Ⅱ 男性育休の現状

育休政策の二つの目的
◎男⼥雇⽤機会均等政策・・・育児・介護休業法
この法律は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに⼦の看護休暇及び介護休

暇に関する制度を設けるとともに、⼦の養育及び家族の介護を容易にするため所定
労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を定めるほか、⼦の養育⼜は家族の介護を
⾏う労働者等に対する⽀援措置を講ずること等により、⼦の養育⼜は家族の介護を
⾏う労働者等の雇⽤の継続及び再就職の促進を図り、もってこれらの者の職業⽣活
と家庭⽣活との両⽴に寄与することを通じて、これらの者の福祉の増進を図り、あ
わせて経済及び社会の発展に資することを⽬的とする。（育児・介護休業法第1条）

⼦の養育⼜は家族の介護を⾏うための休業をする労働者は、その休業後における
就業を円滑に⾏うことができるよう必要な努⼒をするようにしなければならない

（育児・介護休業法第3条 2）
◎少⼦化対策・⼦育て⽀援・・・次世代育成⽀援対策推進法
次世代育成⽀援対策は、⽗⺟その他の保護者が⼦育てについての第⼀義的責任を

有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、⼦育ての意義について
の理解が深められ、かつ、⼦育てに伴う喜びが実感されるように配慮して⾏われな
ければならない。（次世代育成⽀援対策推進法第3条）

Ⅲ 今後の課題
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男性育休の多⾯性
男⼥雇⽤機会均等

⼦育て⽀援

産後8週まで ⼦が1歳まで

早期復職する妻と
交代で夫が育休取得

妻の復職に備えて
夫も家事・育児

（妻の就業にかかわらず、夫が家事・育児）

（妻の就業⽀援のために、夫が家事・育児）

産褥期の妻と
新⽣児のケア

0歳児の
⽇々の⼦育て

均等政策の
中⼼課題

2021年改正
育児・介護
休業法の対象

Ⅲ 今後の課題

次世代育成⽀援
対策推進法

多様な⼥性のキャリアを⽀援する男性育休の推進⽅法
トップダウン

ボトムアップ

集団的
（ニーズ共通）

個別的
（ニーズ多様）

育児⽀援

妻の就業・
復職⽀援

育休義務化︖

対話と合意

労使関係の基本

Ⅲ 今後の課題
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取得期間別育児休業後復職者割合（⼥性）

5%

45%
34%

11%
5%

6か⽉未満

6か⽉-12か⽉未満

12か⽉-18か⽉未満

18か⽉-24か⽉未満

24か⽉以上

出所︓厚⽣労働省「令和4年度雇⽤均等基本調査」（2021年）

Ⅲ 今後の課題

⼥性活躍のための男性育休取得促進の取り組み

⼥性社員が産休を取る前に、その⼥性の配偶者（夫）を
同席させて、復職時期や復職後のキャリアについて話し合う
※社内結婚の場合は夫の上司が同席する四者⾯談になることも

⇒⼥性の早期復職⽀援としての男性育休
⇒復職後の働き⽅についても⼥性だけに育児負担が

集中しないようにしている。

Ⅲ 今後の課題
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おわりに
～多様な女性の活躍のための男性育休に向けて～

男性育休100％のような集団的な育休取得促進は、
ダイバーシティ（多様性）の推進になっているか︖
⇒会社の命令に従順な会社⼈間を再⽣産していないか︖

⇒⼥性活躍につながっているか︖
⇒⾃社の男性はどのような育休を望んでいるのか︖

⇒どのような夫婦の働き⽅を望んでいるのか︖

義務化より対話が基本
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仕事と育児の両立支援
～連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」～

日本労働組合総連合会（連合）

ジェンダー平等・多様性推進局

東京弁護士会 公開学習会／2023.11.29

利用したことのある両立支援制度

• 「育児休業」が41.9％、「短時間勤務制度」が16.3％。いずれも男女で大きな差。
2

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」
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自身のパートナーの産後パパ育休

• 「取得した」は15.2％。
（制度施行が2022年10月、調査が2023年８月であったことに留意が必要） 3

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」

両立支援制度を利用しなかった理由

• 「利用できる職場環境ではなかった」が突出して高い（42.3％）。次いで「所得
が下がる」（19.7％）、「制度があるのを知らなかった」（17.4％）。 4

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」
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• 男性に着目すると「代替要員がいなかった」（46.0％）、「職場の理解が低かっ
た」（37.1％）、「自分にしかできない業務を担っていた」（27.4％）の順に高い。

「利用できる環境ではなかった」と思った理由

5

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」

（参考）厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料

6
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（参考）厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料

7

• 女性に着目すると「保育所・学童保育の整備不足」（41.6％）、「職場復帰後の
フォローがない」（31.8％）、「育児を理由として重要な仕事が与えられない」
（26.0％）の順に高い。

女性のキャリアを阻む要因

8

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」
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“共働き・共育て”の実現に効果的なこと

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」

• 男性に着目すると「フレックスタイム制の導入」（28.0％）、「テレワーク制度の導
入」（24.2％）、「育児休業給付金の増額」（23.4％）、「長時間労働の是正など働
き方改革」（23.4％）の順に高い。 9

（参考）厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料

10
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“短時間勤務制度”の子の対象年齢

• 「現行のままでは不十分（計）」が83.6％。過半数となるのは、「現行」～「小学校
３年生修了まで必要」。 11

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」

“所定外労働の制限”の子の対象年齢

• 「現行のままでは不十分（計）」が83.7％。過半数となるのは、「現行」～「小学校
３年生修了まで必要」。 12

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」
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“子の看護休暇”の子の対象年齢

• 「現行のままでは不十分（計）」が74.8％。過半数となるのは、「現行」～「小学校
３年生修了まで必要」。 13

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」

（参考）連合「労働条件調査」（育児休業、短時間勤務など）

出所：連合「労働条件調査」
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短時間勤務制度

（法定：３歳未満）

法定

小学校就学前

小学校１年生

以上

所定外労働の免除

（法定：３歳未満）
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小学校４年

以上

時間外労働の制限

（法定：小学校就学前）

14
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（参考）連合「労働条件調査」 （子の看護休暇）

出所：連合「労働条件調査」
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対象となる子の上限年齢

（法定：小学校就学前）

法定

法定を超える

日数

利用可能日数

（法定：子１人年５日、２人以上年10日）

• 法に基づく制度の整備はもちろんのこと、職場の状況などに応じて法を上回る
制度を整備。

無給

有給

無給と有給

がある

休暇中の賃金保障

15

ご清聴ありがとうございました。
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202

39.6% 33.7%

26.2% 20.3%

9.4%  

44.6%

26.9% 30.6% 8.3% 10

 

 

 

 
  

*n 30

202 39.6 33.7 26.2 20.3 9.4 8.4 5.4 4.5

76 39.5 27.6 23.7 15.8 9.2 - 6.6 3.9

29 31.0 27.6 37.9 24.1 10.3 10.3 - 3.4

31 51.6 48.4 22.6 22.6 6.5 19.4 9.7 -

24 37.5 33.3 16.7 25.0 8.3 8.3 4.2 8.3

42 38.1 38.1 31.0 21.4 11.9 14.3 4.8 7.1

78 42.3 29.5 34.6 17.9 10.3 10.3 1.3 2.6

124 37.9 36.3 21.0 21.8 8.9 7.3 8.1 5.6
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1 00 0 3 2.6 3 0.9 2 7.0 2 5.6 2 3.1 2 2.2 2 1.6 1 9.8 1 9.3 1 9.3

1 67 2 1.0 2 2.8 2 0.4 1 4.4 1 8.0 2 5.7 1 9.8 1 3.8 1 5.6 1 5.6

1 67 2 5.7 3 2.3 2 4.0 1 8.6 1 9.2 2 2.2 1 8.6 1 9.8 1 6.8 1 6.8

1 66 2 3.5 2 8.9 2 8.3 2 1.1 1 9.9 2 2.3 1 9.9 1 5.7 2 5.3 2 0.5

1 68 4 4.6 2 3.2 2 8.0 2 5.6 2 5.6 1 4.9 2 3.8 1 9.6 1 4.9 1 7.3

1 67 4 1.9 3 8.3 2 9.3 3 8.9 2 8.1 2 4.6 2 3.4 2 6.9 1 8.6 2 5.7

1 65 3 8.8 4 0.0 3 2.1 3 5.2 2 7.9 2 3.6 2 4.2 2 3.0 2 4.8 2 0.0
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